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改 正 案 現 行

川崎市私道共同排水設備敷設・修繕助成金交付取扱要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、下水道法（昭和３３年法律第７９条）第２条第８号に規定す

る処理区域（以下「処理区域」という。）、当該処理区域に隣接する区域及び公共

下水道工事施行中であり、近く同法第９条第２項において準用する同条第１項の

規定に基づく処理区域の公示が予定される区域（以下「処理予定区域」という。）

において、既設の私道に共同排水設備を敷設する工事（以下「敷設工事」という。）

又は既設の共同排水設備を修繕する工事（以下「修繕工事」という。）を行う者に

対し、予算の範囲内で助成金を交付することにより、水洗便所の普及促進を図り、

生活環境の向上に寄与するとともに、所有者による共同排水設備の適正な維持管

理を促進し、公共下水道の適正な保全を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

（１）私道 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条に規定する道路及

び同法施行前の道で道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２条に規定する道

路（以下「公道」という。）以外の道路及び道をいう。 

（２）共同排水設備 下水道法第１０条第１項に規定する排水設備で、複数の宅地

等からの下水を公共下水道に排除するためのものをいう。 

（３）敷設 既設の私道に共同排水設備を設置する行為（敷設替えに伴うものを除

く。）をいう。 

（４）修繕 既設の私道に敷設されている共同排水設備の一部を修理し、機能を維

持する行為をいう。 

（５）工事施行者 私道に接する建築物の所有者又はその所有者の同意を得た使用

者で当該私道において敷設工事又は修繕工事を行う者をいう。 

川崎市私道共同排水設備敷設助成金交付取扱要綱

（目的）

第１条 この要綱は、下水道法（昭和３３年法律第７９条）第２条第８号の規定に

基づく本市の処理区域（以下「処理区域」という。）、当該処理区域に隣接する区

域及び公共下水道工事施行中の区域で近く処理区域の公示が予定される区域にお

いて既設の私道に共同排水設備を敷設するための工事（以下「共同排水設備工事」

という。）を行う者に対し、予算の範囲内で助成金を交付し、水洗便所の普及促進

を図り、もって生活環境の向上に寄与することを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。

（１）私道 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条に規定する道路及

び同法施行前の道で道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２条に規定する道

路（以下「公道」という。）以外の道路及び道をいう。

（新設）

（新設）

（新設）

（２）工事施行者 私道に接する建築物の所有者又は所有者の同意を得た使用者で

当該私道に共同排水設備工事を行う者をいう。
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２ 前項に規定するもののほか、この要綱において使用する用語は、下水道法にお

いて使用する用語の例による。 

（助成対象） 

第３条 上下水道事業管理者（以下「管理者」という。）は、処理区域又は処理予定

区域において次の各号に掲げる条件を備えている場合には、敷設工事を行う工事

施行者に対し、助成金を交付する。 

（１）当該私道の一端が公道に接続していること。 

（２）当該私道の幅員が１メートル以上あり、かつ、支障なく敷設工事を行うこと

ができるものであること。 

（３）敷設工事の完了後（処理予定区域にあっては、処理区域の公示後）、直ちにく

み取り便所が水洗便所に改造され、又は既設のし尿浄化槽を廃止して公共下水

道に接続されるものであること。 

（４）当該私道の所有者その他権利者の共同排水設備の敷設についての承諾が得ら

れているものであること。 

（５）当該私道の共同排水設備に汚水を排除する建築物が２戸以上あること。 

２ 管理者は、処理区域において次の各号に掲げる条件を備えている場合には、 

修繕工事を行う工事施行者に対し、助成金を交付する。 

（１）当該私道の一端が公道に接続していること。 

（２）当該私道の幅員が１メートル以上あり、かつ、支障なく修繕工事を行うこと

ができるものであること。 

（３）当該私道の所有者その他権利者の共同排水設備の修繕についての承諾が得ら

れているものであること。 

（４）当該私道の共同排水設備に汚水を排除する建築物が２戸以上あること。 

（５）修繕工事の工事費の額が５万円以上であること。 

（６）共同排水設備の敷設後１０年を経過していること（敷設の時期が不明である

（新設）

（助成対象）

第３条 上下水道事業管理者（以下「管理者」という。）は、処理区域内及び近く処

理区域の公示が予定される区域において、次の各号に掲げる条件を備えている場

合に工事施行者に助成金を交付する。

（１）当該私道の一端が公道に接続していること。

（２）当該私道の幅員が１メートル以上あり、かつ、支障なく共同排水設備工事が

できるものであること。

（３）共同排水設備工事完了後、直ちに（近く処理区域の公示が予定される区域に

あっては公示された日以後）くみ取り便所が水洗便所に改造され、又は既設の

し尿浄化槽を廃止して公共下水道に接続されるものであること。

（４）当該私道の所有者その他権利者の共同排水設備の敷設についての承諾が得ら

れているものであること。

（５）当該私道の共同排水設備に汚水を排除する建築物が２戸以上あること。

（新設）
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場合にあっては、当該地域が処理区域として公示されてから１１年を経過して

いること。）。 

（７）過去に修繕（この要綱に基づく助成金の交付を受けて行ったものに限る。）を

行った箇所については、修繕後１０年を経過したものであること。 

３ 前２項に定めるもののほか、処理区域に隣接する区域における私道について前

２項の条件を備えているものにつき管理者が認めるときは、工事施行者に助成金

を交付する。この場合において、前項第６号中「当該地域」とあるのは、「当該地

域に隣接する地域」と読み替えるものとする。

４ 第１項及び第３項の規定にかかわらず、下水道法第９条第２項において準用す

る同条第１項の公示の日から３年を経過した後、第５条の規定による申請がなさ

れるものについては敷設工事の助成対象としない。ただし、管理者が特別の理由

があると認めた場合はこの限りでない。 

５ 敷設工事における助成金の交付の対象は、別表第１に掲げるとおりとし、修繕

工事における助成金の交付の対象は、別表第２に掲げるとおりとする。ただし、

舗装（道路の原形復旧として行うものを除く。）の工事は、除くものとする。 

（助成金の額） 

第４条 前条第１項に規定する助成金の額は、別に定める川崎市排水設備技術基準

及び川崎市私道共同排水設備敷設工事標準単価表に基づき算定された工事費の額

と敷設工事に要した経費とを比較して、いずれか低い額に１０分の８を乗じて得

た額に相当する額（その額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を

切り捨てた額）とする。ただし、前条第４項ただし書の規定により、管理者が特

別の理由があると認めた場合については別に定める。 

２ 前条第２項に規定する助成金の額は、工事施行者が川崎市下水道条例（昭和３

６年川崎市条例第１８号）第６条第１項に規定する川崎市排水設備指定工事店（以

下「指定工事店」という。）３社以上から徴取した見積額のうち、最も低い額に１

２ 前項に定めるもののほか、処理区域に隣接する区域における私道について前項

の条件を備えているものにつき管理者が認めるときは、工事施行者に助成金を交

付する。

３ 前２項の規定にかかわらず、下水道法第９条第２項において準用する同条第１

項の公示の日から３年を経過した後第５条の規定による申請がなされるものにつ

いては助成対象としない。ただし、管理者が特別の理由があると認めた場合はこ

の限りではない。

４ 助成金の交付の対象となる工事（以下「助成対象工事」という。）は、別表に掲

げるとおりとし、舗装（助成対象工事に伴い道路の原形復旧として行うものを除

く。）の工事は、除くものとする。

（助成金の額）

第４条 助成金の額は、助成対象工事について、別に定める川崎市排水設備技術基

準及び川崎市私道共同排水設備敷設工事標準単価表に基づき算定された工事費の

額と助成対象工事に要した経費とを比較して、いずれか低い額に５分の４を乗じ

て得た額に相当する額とする。ただし、前条第３項ただし書の規定により、管理

者が特別の理由があると認めた場合については別に定める。

（新設）
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０分の７を乗じて得た額に相当する額（その額に１，０００円未満の端数がある

ときは、その端数を切り捨てた額）とするものとする。 

（削除） 

（助成金の交付申請） 

第５条 工事施行者は、第３条第１項に規定する助成金の交付を受けようとすると

きは、敷設工事に着手する前に、私道共同排水設備敷設・修繕助成金交付申請書

（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて管理者に申請しなければならない。 

（１）私道共同排水設備敷設工事設計書（第２号様式） 

（２）誓約書（第３号様式） 

（３）委任状（第３号様式） 

（４）その他管理者が必要と認める書類 

２ 工事施行者は、第３条第２項に規定する助成金の交付を受けようとするときは、

原則として修繕工事に着手する前に、私道共同排水設備敷設・修繕助成金交付申

請書に次に掲げる書類を添えて管理者に申請しなければならない。 

（１）指定工事店３社以上から徴取した見積書の写し 

（２）誓約書 

（３）委任状 

（４）その他管理者が必要と認める書類 

３ 前項第１号の見積書は、私道共同排水設備修繕工事見積書（第４号様式）によ

るものとする。 

（助成金交付の可否の決定等） 

第６条 管理者は、前条の規定による申請書を受理したときは、その内容を審査し、

助成金の交付の可否を決定するものとする。 

２ 前項の規定により助成金を交付することを決定したときは、私道共同排水設備

２ 前項に規定する助成金の額に１，０００円未満の端数があるときは、当該端数

を切り捨てるものとする。

（助成金の交付申請）

第５条 工事施行者は、助成金の交付を受けようとするときは、工事に着手する前

に、私道共同排水設備敷設助成金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を

添えて管理者に申請しなければならない。

（１）私道共同排水設備敷設工事設計書（第２号様式）

（２）誓約書（第３号様式）

（３）委任状（第３号様式）

（４）その他管理者が必要と認める書類

（新設）

（新設）

（助成金交付の可否の決定等）

第６条 管理者は、前条の規定による申請書を受理したときは、その内容を審査し、

助成金の交付の可否を決定するものとする。

２ 前項の規定により助成金を交付することを決定したときは、私道共同排水設備
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敷設・修繕助成金交付決定通知書（第５号様式）により工事施行者に通知するも

のとする。 

３ 第１項の規定により助成金を交付しないことを決定したときは、私道共同排水

設備敷設・修繕助成金不交付決定通知書（第６号様式）により工事施行者に通知

するものとする。

（工事の施工） 

第７条 工事施行者は、敷設工事又は修繕工事を指定工事店に施工させるものとす

る。ただし、工事の規模により指定工事店が施工することが困難な場合には、川

崎市競争入札参加者選定規程（昭和５０年川崎市訓令第７号）第６条の規定によ

り認定された者に施工させることができる。 

２ 工事施行者は、前条第２項に規定する通知（以下「助成金の交付決定」という。）

において指定した期限（次条第２項に規定する通知により期限が変更された場合

にあっては、当該期限）までに敷設工事又は修繕工事を完了しなければならない。

（工事の変更） 

第８条 工事施行者が助成金の交付決定を受けた後に、敷設工事の内容又は工期を

変更しようとする場合は、私道共同排水設備敷設工事変更承認申請書（第７号様

式）により申請し、管理者の承認を受けなければならない。ただし、軽易な変更

で管理者が認めたものについては、この限りでない。 

２ 前項の規定により変更を承認したときは、私道共同排水設備敷設助成金交付決

定変更通知書（第８号様式）により工事施行者に通知するものとする。 

（完了の届出等） 

第９条 工事施行者は、敷設工事が完了したときは、当該工事が完了した日から５

日以内に私道共同排水設備敷設工事完了届（第９号様式）を管理者に提出しなけ

ればならない。 

敷設助成金交付決定通知書（第４号様式）により当該工事施行者に通知するもの

とする。

（新設）

（工事の施行）

第７条 工事施行者は、当該共同排水設備工事を、川崎市下水道条例（昭和３６年

川崎市条例第１８号）第６条第１項に規定する川崎市排水設備指定工事店に施行

させるものとする。ただし、工事の規模により当該指定業者が施行することが困

難な場合には、川崎市競争入札参加者選定規程（昭和５０年川崎市訓令第７号）

第６条の規定により認定された有資格業者に施行させることができる。

２ 工事施行者は、助成金交付決定の日から原則として３月以内に共同排水設備工

事を完了しなければならない。

（工事の変更）

第８条 工事施工者が助成金交付決定を受けた後に、工事の内容又は工期を変更し

ようとする場合は、私道共同排水設備敷設工事変更承認申請書（第５号様式）に

より管理者の承認を受けなければならない。ただし、軽易な変更で管理者が認め

たものについては、この限りでない。

（新設）

（完了の届出）

第９条 工事施行者は、共同排水設備工事が完了したときは、当該工事が完了した

日から５日以内に私道共同排水設備敷設工事完了届（第６号様式）を管理者に提

出しなければならない。
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２ 工事施行者は、修繕工事が完了したときは、当該工事が完了した日から５日以

内に私道共同排水設備修繕工事完了報告書（第１０号様式）を管理者に提出しな

ければならない。 

（完了の検査） 

第１０条 管理者は、前条第１項の工事完了届を受理したときは、速やかに工事完

了検査を行うものとする。 

（助成金の交付等） 

第１１条 管理者は、前条の規定による完了検査の結果、工事の内容が適正である

と認めたときは、予算の範囲内で、第４条の規定により助成金の額を確定し、工

事施行者に対して助成金を交付するものとする。 

２ 管理者は、第９条第２項の工事完了報告書の提出を受けたときは、その報告に

係る修繕工事の成果が助成金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合する

ものであるかどうかを審査し、適合すると認めるときは、予算の範囲内で交付す

べき助成金の額を確定し、工事施行者に対して助成金を交付するものとする。 

３ 前２項の規定により助成金を交付する場合は、私道共同排水設備敷設・修繕助

成金交付確定通知書（第１１号様式）により工事施行者に通知するものとする。

（助成金交付決定の取消し） 

第１２条 管理者は、工事施行者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金

の交付決定を取り消すことができる。 

（１）偽りその他不正の手段により助成金の交付決定を受けたとき。 

（２）管理者が付した条件又は管理者の指示に従わなかったとき。 

（３）第３条第１項各号又は第２項各号に掲げる条件に適合しないとき。

２ 前項の規定により助成金の交付決定及び第８条第２項に規定する通知を取り消

すときは、私道共同排水設備敷設・修繕助成金交付決定（変更）取消通知書（第

１２号様式）により工事施行者に通知するものとする。

（新設）

（完了の検査）

第１０条 管理者は、前条の工事完了届を受理したときは、速やかに工事完了検査

を行うものとする。

（助成金の交付等）

第１１条 管理者は、前条の規定による完了検査の結果、工事の内容が適正である

と認めたときは、第４条の規定により助成金の額を確定し、当該工事施行者に対

し助成金を交付するものとする。

（新設）

２ 前項の規定により助成金を交付する場合は、私道共同排水設備敷設助成金交付

確定通知書（第７号様式）により当該工事施行者に通知するものとする。

（助成金交付決定の取消し）

第１２条 管理者は、工事施行者が、次の各号のいずれかに該当するときは、助成

金交付決定を取り消すことができる。

（１）偽りその他不正の手段により助成金交付決定を受けたとき。

（２）管理者が付した条件又は管理者の指示に従わなかったとき。

（新設）

（新設）
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（助成金の返還） 

第１３条 管理者は、前条の規定により助成金の交付決定及び第８条第２項に規定

する通知を取り消した場合において、既に工事施行者に助成金を交付していると

きは、その返還を命ずるものとする。 

（共同排水設備の維持管理） 

第１４条 工事施行者は、敷設し、又は修繕した共同排水設備について、当該排水

設備の機能を損なわないよう適正に維持管理を行わなければならない。 

（委任） 

第１５条 この要綱の施行に関し必要な事項は、管理者が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。

（経過措置） 

２ 改正前の要綱第５条に規定する申請がされた場合における助成金の交付につい

ては、なお従前の例による。

別表第１（第３条関係） 

共同排水設備の施設 

（１）私道排水管及び側溝 

（２）私道ます及びマンホール 

（３）私道取付管 

（４）分流式の公共下水道の処理区域において、宅

地内からの雨水を私道排水管に流入させるた

めに宅地内最下流に設けるます 

（５）その他管理者が必要と認めるもの 

（助成金の返還）

第１３条 管理者は、前条の規定により助成金交付決定を取り消した場合において、

既に工事施行者に助成金を交付しているときは、その返還を命ずるものとする。

（共同排水設備の維持管理）

第１４条 工事施行者は、助成により敷設された共同排水設備について、当該設備

の機能を損なわないよう適正に維持管理を行わなければならない。

（委任）

第１５条 この要綱の施行に関し必要な事項は、管理者が定める。

別表（第３条関係）

助成対象工事

１ 私道内に設置する次の共同排水設備の施設で管理者が必要と認めるものの

敷設

（１） 私道排水管及び側溝

（２） 私道ます及びマンホール

（３） 私道取付管

２ 前項の工事の施行に伴い必要となる設計、試験掘、ガス管又は水道管の移
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その他 

敷設工事に伴い必要となる設計、試験掘、ガス管

又は水道管の移設又は切回し、仮設及び道路の復旧

その他のもので管理者が必要と認めるもの 

別表第２（第３条関係）

共同排水設備の施設 

（１）私道ます又はマンホール相互の間を接続する

私道排水管の一部の修繕 

（２）私道ます（ただし、私道集水ますを除く。）

及びマンホールの修繕（高さ調整、斜壁の取替、

基礎の補強等を含む。） 

（３）私道取付管の修繕 

（４）その他管理者が必要と認めるもの 

その他 

修繕工事に伴い必要となる設計、試験掘、ガス管

又は水道管の移設又は切回し、仮設及び道路の復旧

その他のもので管理者が必要と認めるもの 

設又は切回し、仮設及び道路の復旧その他のもので管理者が必要と認めるも

の

３ 分流式の公共下水道の処理区域内において、宅地内からの雨水を私道排水

管に流入させるために宅地内最下流に設けるますで管理者が必要と認めるも

のの敷設

（新設）
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